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創 立 １９５０年８月１８日

上 場 市 場

東京証券取引所第１部

資 本 金 145億77百万円

発行済株式総数
44,431,386株

（うち自己株式 1,699,220株）

営 業 拠 点 東京本店および４９ヵ店（2018年5月現在）

従 業 員 数 1,051名（連結ベース）

連結子会社 資本金 いちよし証券議決権比率

いちよし経済研究所 20百万円 100.0％

いちよしアセットマネジメント 490百万円 97.0％

いちよしビジネスサービス 240百万円 100.0％

当社グループ全体に占めるいちよし証券の比率は、

総資産比率94.6％、営業収益比率88.4％

（間接所有を含む）

いちよし証券の概要

東京・大阪証券取引所第１部指定 2006年3月

東京・大阪証券取引所第２部上場 1989年4月

トライアングル・ピラミッド経営
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●伊勢支店
●ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾟﾗｻﾞ志摩
2012年２月６日統合

■ 関東地方９支店･４出張所

・銀座支店
・ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾟﾗｻﾞ中野
・ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾟﾗｻﾞ成増
・赤坂支店
・中目黒支店
・吉祥寺支店
・横浜支店

環証券（和歌山県）

佐世保證券（長崎県）

大北証券（岩手県）

■ 中部地方５支店・１出張所

・名古屋支店
・岡崎支店

●統合６地方証券

■ 東北地方２支店

●大北盛岡支店
●大北水沢支店
2010年10月28日資本参加
2013年 ３月 ４日 統合

・ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾟﾗｻﾞ小田原
・上大岡支店
・ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾟﾗｻﾞ向ヶ丘
・浦安支店
・千葉支店
・越谷支店

■ 九州地方４支店

・大牟田支店

■ 近畿地方19支店

・大阪支店
・難波支店

・今里支店
・針中野支店
・石橋支店
・岸和田支店
・枚方支店
・八尾支店
・伏見支店
・西宮支店

・神戸支店
・加古川支店

●西脇支店
●加西支店
2014年12月１日統合

・高田支店
・学園前支店
・御坊支店
・田辺支店

全国４９ヵ店
（2018年５月現在）

●環支店
2010年４月12日統合

（本 店）（いちよしダイレクト）

■ 中国・四国地方４支店・１出張所
・岡山支店
・ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾌﾟﾗｻﾞ児島
・倉敷支店
・広島支店
・小豆島支店

いちよし証券の営業拠点

●佐世保支店
●諫早支店
●唐津支店
2011年１月４日統合 ●飯田支店

●伊那支店
2010年２月24日資本参加
2011年 １月４日 統合

2

飯田證券（長野県）

伊勢証券（三重県）

西脇証券（兵庫県）
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2017年 2018年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

日経平均株価

18,983円
(4/3)

110.87円
(4/3)

106.25円

(4/3比較▲4.2％)

(3/30)

ドル／円

21,454円

（4/3比較13.0％)

(3/30)

衆議院解散

(9/28)

24,129円

(1/23)

114.72円
(11/6)

104.63円
(3/26)

日銀政策決定会合
(1/22・23）

ジャスダック

4,317円

(1/29)

3,038円

(4/3)

3,983円

（4/3比較31.1％)

(3/30)
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市場の推移（2017年4月～2018年5月）

一日平均売買代金

東 証 一 部

2018年3月期 29,570億円

2017年3月期 25,424億円

増減率 16.3%

ジャスダック

2018年3月期 871億円

2017年3月期 472億円

増減率 84.4%

18,224円

(4/17)

2,834円

(4/13)

経営環境



第一部 ： 2018年3月期決算（連結）の状況



営業収益
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（単位：百万円）

2017年

3月期

2018年

3月期

前期比

増減率

前期比

増減額

営 業 収 益 20,714 26,502 27.9％ 5,787

純 営 業 収 益 19,338 25,069 29.6％ 5,730

販 売 費 ・
一 般 管 理 費

16,344 17,928 9.7％ 1,583

営 業 利 益 2,994 7,141 138.5％ 4,147

経 常 利 益 3,077 7,229 134.9％ 4,151

特 別 損 益 ▲22 ▲56 ― ▲33

法 人 税 等 853 2,156 152.7％ 1,303

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

2,183 4,994 128.8％ 2,811

◆営業収益は、前期比57億8,700万円（27.9％）増加の265億200万円

◆ 経常利益は、前期比41億5,100万円（134.9％）増加の72億2,900万円

◆ 親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比28億1,100万円（128.8％）増加の49億9,400万円

販売費・一般管理費 17,928

１．収支の状況
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2017年

3月期

2018年

3月期

前期比

増減率

前期比

増減額

受 入 手 数 料 18,857 24,616 30.5％ 5,758

トレーディング

損 益
209 123 ▲41.0％ ▲85

そ の 他 の

営 業 収 支
100 110 10.5％ 10

金 融 収 支 171 218 27.6％ 47

合 計 19,338 25,069 29.6％ 5,730

◆受入手数料は、株券の委託手数料、投資信託の募集・売出し手数料及びその他の受入手数料（信託報酬等）の増加等に
より前期比57億5,800万円（30.5％）増加の246億1,600万円

◆トレーディング損益は、債券等のトレーディング損益の減少等により前期比8,500万円（41.0％）減少の1億2,300万円

（単位：百万円） （単位：百万円）
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２．純営業収益の内訳
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その他の受入手数料

引受け・売出し等の手数料

募集・売出し等の取扱手数料

委託手数料

◆株券の委託手数料は、前期比28億1,800万円（41.4％）増加の96億3,000万円、投資信託の募集・売出し手数料は、
前期比11億4,700万円（20.6％）増加の67億400万円、その他の受入手数料（信託報酬等）は、前期比14億8,100万円（28.5％）増加の
66億7,000万円
◆引受け・売出し手数料は、主幹事4社を含む新規公開企業30社、既公開企業に係る市場変更及び公募・売出しは7社の
幹事・引受けシンジケート団加入となり、前期比2億800万円（57.7％）増加の5億7,000万円

（単位：百万円）

2017年
3月期

2018年
3月期

前期比
増減率

前期比
増減額

受 入 手 数 料 18,857 24,616 30.5％ 5,758

委託手数料の主な内訳

株 券 6,812 9,630 41.4％ 2,818

募集・売出し手数料の主な内訳

投 資 信 託 5,556 6,704 20.6％ 1,147

引受け・売出し手数料の主な内訳

新 規 公 開 108 389 257.7％ 280

既 公 開 252 180 ▲28.5％ ▲72

計 361 570 57.7％ 208

その他の受入手数料の主な内訳

信 託 報 酬 等 5,189 6,670 28.5％ 1,481

信 託 報 酬 等 以 外 593 773 30.4％ 180

計 5,782 7,444 28.7％ 1,661

＜参考＞

投 信 募 集 額 2,732 3,519 28.8％ 787

（百万円）

（単位：億円）

※ ラップ販売額を含む。

３．受入手数料の内訳
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（単位：百万円）

2017年

3月期

2018年

3月期

前期比

増減率

前期比

増減額

取 引 関 係 費 1,600 1,853 15.8％ 253

人 件 費 9,254 10,296 11.3％ 1,041

不 動 産 関 係 費 1,816 1,953 7.6％ 137

事 務 費 2,394 2,391 ▲0.1％ ▲3

減 価 償 却 費 406 430 6.0％ 24

租 税 公 課 300 358 19.3％ 57

そ の 他 571 644 12.6％ 72

合 計 16,344 17,928 9.7％ 1,583

◆販売費・一般管理費は、人件費、取引関係費等の増加により前期比15億8,300万円（9.7％）増加の179億2,800万円
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（百万円）

４．販売費・一般管理費の内訳
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自 己 資 本 比 率

（％）
61.9 0.8

1株 当 た り 純 資 産

（円）
850.09 80.9

自 己 資 本 規 制 比 率

（単体）（％）
600.4 8.5

信用取引資産、募集
等払込金の増加

58,671
53,706

53,706
58,671

貸借対照表 財務の状況

2018年

3月期

前期比

増減

1株 当 た り 純 利 益

（円）
117.00 66.11

自 己 資 本 純 利 益 率

（ R O E ）（％）
14.5 7.9

（百万円） 資産合計

負債・純資産合計

信用取引負債、

未払法人税等の増加

（百万円）

利益剰余金

・純利益による増加

土地、建物の減少

５．貸借対照表及び財務の状況
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第二部 ： 業績のハイライトと中期経営計画の進捗状況



2,337 2,604 2,803 2,621 2,503 2,686 3,097 
3,573 

2,771 2,484 
2,628 

1,877 
2,846 2,709 

3,384 
3,319 

3,022 
3,743 

3,767 

3,487 

3,118 
3,694 

4,368 

5,262 

850 

741 
1,001 

1,495 694 

604 

622 

987 

8,982 
9,573 

10,200 

9,481 
9,162 

9,694 

11,472 

13,143 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

2014/4～9 2014/10～2015/3 2015/4～9 2015/10～2016/3 2016/4～9 2016/10～2017/3 2017/4～9 2017/10～2018/3

（百万円）
受入手数料

2017年
3月期

2018年
3月期

増減額

引 受 そ の 他 手 数 料 1,298 1,610 311

株 券 委 託 手 数 料 6,812 9,630 2,818

投 資 信 託 の 募 集 手 数 料 5,556 6,704 1,147

信 託 報 酬 等 5,189 6,670 1,481

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期
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１．受入手数料の推移
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お客様からの信頼のバロメーター

いちよし証券の基礎体力のバロメーター

２．預り資産の推移
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３．コストカバー率（月額平均）の推移
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４．コストカバー率（四半期）の推移
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５．幹事会社数の推移（累計）



預り資産

株式

投信

ラップ

債券（その他）

ROE15％以上

主幹事70社

2020.32018.32016.9

預り資産

株式

投信

ラップ

債券（その他）

ROE14.5％

主幹事50社

預り資産

株式

投信

ラップ

債券（その他）

ROE6.6％
（2017年3月期第2Ｑ累計年率換算）

主幹事44社

16

16,532

8,575

7,102

402

451
（単位：億円）

19,400

10,175

7,813

872

538
（単位：億円）

35,000

19,200

13,200

2,000

600
（単位：億円）

６．中期経営計画の進捗状況
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42ヶ月

の進捗状況
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預り資産
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872 
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６．中期経営計画の進捗状況



第三部 ： 今後の経営戦略



2019年3月期の主な取組み

中期経営計画達成に向けた「預り資産」の拡大

「トライアングル・ピラミッド経営」による

シナジー効果2

コーポレート・ガバナンスの強化充実3

1

19



個人富裕層

地域の優良法人

地域金融機関

「守る・増やす・使う」を基本コンセプトに預り資産を拡大

手元資金が豊富な優良法人（オーナー、役員含む）の

運用ニーズに応える

「プロ私募」の外交提案強化

個人富裕層、地域金融機関に加えて、地域の優良法人を重要な開拓先

として預り資産の拡大に取り組む

１．中期経営計画達成に向けた「預り資産」の拡大
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個人富裕層 ～「守る・増やす・使う」を基本コンセプトとした提案外交で預り資産を拡大

・ ファンドラップを中心とした「ベース資産」と「アクティブ資産」の拡大

・ シニア富裕層とのリレーション構築

・ 新規開拓と未稼働顧客の稼働化

１．中期経営計画達成に向けた「預り資産」の拡大
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38 85 
154 60 102 

186 

589 

0

100
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400
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11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

金融機関向け私募投信

投資顧問付特金

地域の優良法人 ～ 手元資金が豊富な優良法人

（オーナー、役員含む）の運用ニーズに応える

中小企業の経常利益は、過去最高水準

大企業のみならず中小企業にも経済の好循環が浸透しつつある

環境を捉え、手元資金が豊富な優良法人への外交提案を強化

企業規模別の経常利益 私募投信・特金残高推移

（単位：億円）

地域金融機関 ～「プロ私募」の外交提案強化

金融機関が国債中心の運用からエクイティを含めた運用

の多様化へシフトしている中、ニーズに対応するため体

制を強化

１．中期経営計画達成に向けた「預り資産」の拡大
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計743

271

140
100

56514538

（出所：法人企業統計調査年報）



（億円）

※ 投信純増、投信販売にはファンドラップを含む

※ 法人部門については2016年10月から表示

31

18

投信販売（法人部門込み）（右軸）▲

投信純増（法人部門のみ）（左軸）

投信純増（買付-売却）、投信販売の推移
（億円）

18

6

3

81

38

10

58

-0

319

23

42

23
9

9

37

1

１．中期経営計画達成に向けた「預り資産」の拡大
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リサーチ力

運用力

アドバイス力

中小型成長株リサーチ力 国内No.1

運用資産残高は1年で倍増

アセットを積み上げるストック型のビジネスモデル
２つの特化戦略

「トライアングル・ピラミッド経営」によるグループの
総合力を最大限に発揮する

２．「トライアングル・ピラミッド経営」によるシナジー効果
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提案資料等を標準化して共有

「トライアングル・ピラミッド経営」

２．「トライアングル・ピラミッド経営」によるシナジー効果
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2017年ベストリサーチハウス・ランキング

（出所：J-MONEY2018Spring）

１８名のアナリストを擁し、一人あたり月間平均１４本の個別企業レポートを発行

中小型・新興市場のカバー率はトップ

（ レポート作成企業数 約720社、ユニバース企業数 約520社、レーティング企業数 約250社）

新興市場部門アクセス比率ランキングにて１４年連続第１位

英文レポートの充実を図り、海外投資家のニーズにも対応

いちよし経済研究所の 「リサーチ力」

２．「トライアングル・ピラミッド経営」によるシナジー効果
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５名のファンドマネージャーによるボトムアップリサーチに基づいた中小型株式の

アクティブ運用

いちよし中小型成長株ファンド（愛称：あすなろ）は国内中小型株ファンドの

純資産残高日本一

いちよしアセットマネジメントの 「運用力」
～運用資産残高の拡大と運用商品の充実を図る

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2011年
3月末

2012年
3月末

2013年
3月末

2014年
3月末

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

公募投信

私募投信

年金

特金

いちよしアセットマネジメント
運用資産残高の推移

（億円）

1,791

1,0761,108

770

382461
304

投資信託委託業開始

営業収益 101 137 184 280 577 1,000 1,158 2,570

当期損益 ▲37 5 61 104 273 277 289 740

（単位：百万円）

【参考】国内中小型株ﾌｧﾝﾄﾞ純資産残高上位５位

（投資信託協会のホームページをもとにいちよし証券作成 2018年5月31日現在）

3,690

いちよしアセットマネジメントの 「運用力」

２．「トライアングル・ピラミッド経営」によるシナジー効果

27

順位 ファンド名 純資産

1 いちよし中小型成長株ﾌｧﾝﾄﾞ 920億円

2 SBI中小型割安成長株ﾌｧﾝﾄﾞ 543億円

3 日本厳選中小型株ﾌｧﾝﾄﾞ 514億円

4 ﾆｯﾎﾟﾝ中小型株ﾌｧﾝﾄﾞ 366億円

5 ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ・日本小型株・ﾌｧﾝﾄﾞ 359億円



3,018 
5,113 

7,619 
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6月末 9月末 12月末 3月末
2018年

5月末

いちよし証券での口座数（右軸）

あすなろ純資産残高

いちよしアセットマネジメントの 「運用力」運用商品の充実を図るいちよし証券の 「アドバイス力」

アセットを積み上げるストック型のビジネスモデル

２つの特化戦略
① 個人富裕層の金融資産運用サービス特化

② 中小型成長株と中堅企業、地域金融機関のニーズ対応サービス特化

２．「トライアングル・ピラミッド経営」によるシナジー効果
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あすなろ※残高推移ドリコレ※残高推移

1,759 
2,677 
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4,323 
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6,143 
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2018年

5月末

口座数（右軸）

ドリコレ残高

あすなろ基準価額（最右軸）（億円） （件） （円）

15,348（5/31）

12,000

10,000

14,000

16,000

（億円）

10,000

16,207（2/1）

※ いちよし中小型成長株ファンドの愛称※ いちよしファンドラップ「ドリーム・コレクション」の愛称



いちよしのクレド（企業理念）

サステナビリティ

株主還元

事業活動を通じ、環境・社会・経済に与える影響を

考慮した当社の持続可能な成長の実現

適切な利益還元の継続と更なる充実

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営における
最重要課題の一つとしています

３．コーポレート・ガバナンスの強化充実

29

「いちよしのクレド」の下、経営の公正性及び透明

性を高めた機動的かつ適切な意思決定の実行



個人のお客様向け商品についての原理原則

いちよしのクレド いちよし基準

３．コーポレート・ガバナンスの強化充実
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• 2015年に「持続可能な開発目標」 (SDGs)が国連総会で採択され、当社としてサステナビリティ向上に向けた努力と、
その結果としてのESG情報の積極的な開示は、社会の一員としての重要な責務と考えます

• 本業を通じて貢献していくほか、社会貢献活動、その他、様々な取り組みを行ってまいります

サステナビリティ～持続可能な成長のために ～ 当社の社会貢献活動の一例

３．コーポレート・ガバナンスの強化充実
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• 「いちよしのクレド」（企業理念）の実現のために取り組むべき課題を整理し、SDGs等が提示する社会の課題解決に向け
て、サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）を選定しました

• 今後、経済価値・環境価値・社会価値の同時実現を目指す姿勢を改めて掲げ、ステークホルダーのみなさまとの対話の
ベースとして活用してまいります

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）

３．コーポレート・ガバナンスの強化充実
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45円

21円 17円 15円 24円
10円 10円

20円

16円
30円

20円
16円 10円 12円 12円 10円

22円

27円

19円 16円

16円

37円

10円

55円

10円 10円
30円

3円 3円 3円

20円
30円

100円

55円

32円
26円 24円 24円 20円

32円

72円

40円
53円

31円

61円

0円

50円

100円

150円

00/3末 01/3末 02/3末 03/3末 04/3末 05/3末 06/3末 07/3末 08/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

中間配当 期末配当 記念配当

配当額・配当性向等の推移（１株当たり）

配当性向（除く記念配当） 29.5%

純資産配当率（DOE）

38.5% 43.2%

4.0% 3.7% 3.8% 4.1% 3.7%

41.0% 38.5%

配当性向20%程度

配当性向40%程度 or
純資産配当率（DOE4%）程度
配当金の高い方を採用

配当性向30%程度
中間配当を実施

配当性向40％程度は継続し、
ＤＯＥの水準については半年毎に見直す

配当性向（40%程度）と純資産配当率（半期2%程度）
については、半年毎に算出する

51.6% (50.2%)※

配当の状況

自己株式の消却

（円）

(2.2%)※

※16/3末については、中間配当につき配当性向、

期末配当につきDOEを採用

各々につき半期ベースにて計算した数値を記載

15,497,700株合計

1,957,500株

1,699,200株

11,841,000株

＠673.03円

＠1,032.31円

＠264.55円

消 却 率

合計 27.9%

自社株買い／消却

自社株買い／消却

自社株買い／消却

4.2%

3.5%

20.2%

2008年11月～2009年1月

2008年1月～3月

1998年9月～2004年1月

（参考）
2018年3月末発行済株式数 44,431,386株

（うち自己株式 1,699,220株)

(4.0%)

連結配当性向50%程度 or

連結純資産配当率(DOE)

(半期2%程度)

半年毎に配当金の高い方を採用

(50.3%)

３．コーポレート・ガバナンスの強化充実
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出所：日本コーポレート・ガバナンス研究所

ランキングは2018年2月公表

日本コーポレート・ガバナンス研究所

「ＪＣＧインデックス｣（2017年）

※（ ）内は公表を希望しない会社数

・日本コーポレート・ガバナンス研究所が公表している「ＪＣＧインデックス」において総合２位、

金融機関では１位に選定

JCGインデックスにおいて金融機関の第１位

当社の主な取組み

・ガバナンス体制

2000年 社外取締役の導入

2003年 現在の指名委員会等

設置会社制度を導入

・株主総会

2001年 土曜日開催

2002年 株主懇談会開催

2005年 会場をホテルで開催

・ＩＲ活動

2000年 機関投資家向け、

個人投資家向け説明会

を開始

2005年 海外機関投資家向け

説明会を開始

参考資料
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いちよし証券株式会社 広報室

TEL：03-3555-6343  FAX：03-3555-2165
https://www.ichiyoshi.co.jp

この資料に記載された計画や見通し等は、資料作成時点の当社の判断であり、その実現・達成を保証・約束するものではなく、また今後予告なしに変更することもあります。

この資料は2018年3月31日現在のデータに基づき作成しております。

商号等：いちよし証券株式会社金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第24号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

2018年6月作成
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